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2021年 8月 25日時点 

 

１．制度の概要について 

 

Ｑ 国月次支援金と県の酒類協力支援金の重複受給は可能ですか。 

Ａ 可能です。県の酒類協力支援金は、国月次支援金の受給者に対する上乗せと、

国月次支援金の受給要件を緩和することで支援対象者を拡充した支援策です。

（売上減少率が 50％を上回る月がある場合は、国月次支援金を受給しているこ

とが、酒類協力支援金の給付要件となります。） 

 

Ｑ 国月次支援金とは何ですか。 

Ａ 2021 年 4 月以降に実施される緊急事態措置又はまん延防止等重点措置に伴う

「飲食店の休業・時短営業」や「外出自粛等」の影響により、売上が 50％以上減

少した中小法人・個人事業者等を対象に、経済産業省が給付する支援金です。 

 詳細は経済産業省のホームページをご確認ください。 

 https://www.meti.go.jp/covid-19/getsuji_shien/index.html 

 

Ｑ 国月次支援金と県の酒類協力支援金の違いを教えてください。 

Ａ 酒類協力支援金は、国月次支援金の受給者に対する上乗せと、国月次支援金の

受給要件を緩和することで支援対象者を拡充した支援策です。 

  なお、本県には、支援対象を酒類販売事業者等に限定せずに国月次支援金に対

して上乗せ支援をする外出自粛等関連事業者協力支援金（酒類協力支援金との重

複受給不可）もあります。詳細はそちらのホームページをご確認ください。 

 https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/gaishutsu-shienkin.html 

 

 

２．申請者について 

 

Ｑ 申請者の対象について教えてください。 

Ａ 酒類の提供自粛等を伴う飲食店等の休業・時短営業の影響を受け、2021年 7月

の月間売上が 2019 年又は 2020 年の同月比で 15％以上減少している、酒類販売

事業者及び酒類製造事業者です。また、50％以上減少している場合は、国月次支

援金を受給していることが要件となります。 

  ただし、売上減少率が５０％以上７０％未満の場合は、酒類協力支援金の給付

対象となりません（国月次支援金及び埼玉県外出自粛等関連事業者協力支援金の

給付対象となる場合があります。ご確認ください。）。 

埼玉県酒類販売事業者等協力支援金（７月分） 

「よくあるお問合せ（Ｑ＆Ａ）」 
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Ｑ 「中小法人等」とはどのような事業者ですか。 

Ａ 「中小法人等」は、国の「一時支援金」及び「月次支援金」の支援対象として

いる事業者（法人）と同じです。 

  具体的には、資本金等 10 億円未満、又は資本金等が定められていない場合は

常時使用する従業員数が 2,000 人以下の法人です（「中小企業基本法」や「中小

企業支援法」の中小企業よりも広い定義となっています）。 

 

Ｑ 埼玉県内に複数の事業所がある場合、それぞれの事業所が支援金の給付対象

となりますか。 

Ａ 県内に複数の事業所や店舗がある場合でも、店舗単位・事業単位でなく、事業

者単位での給付です。 

 

Ｑ 県外に本店があり、埼玉県内に販売店がある場合でも対象となりますか。 

Ａ 対象となりません。埼玉県の酒類協力支援金は、各都道府県による重複給付を

避けるために、事業者の本社・住所が県内にあることを要件としております。な

お、他都道府県の支援策については、本店所在地の都道府県にご確認ください。 

 

Ｑ 個人事業者ですが、自宅が都内にあり、事業拠点が埼玉県内である場合、給付

の対象となりますか。 

Ａ 対象となりません。各都道府県による重複給付を避けるために、住所が埼玉県

内にあることが条件となります。 

 

Ｑ 申請前に廃業しました。この場合、給付の対象となりますか。 

Ａ 申請の時点で、廃業により事業活動が終了している場合は、対象外となります。     

 県内で事業を継続する意思があることが給付の要件となっています。 

 

Ｑ NPO法人や一般社団法人でも申請可能ですか。 

Ａ 酒類の販売免許又は製造免許を有しており、申請要領に定める他の給付要件を

満たせば申請することができます。 

 

Ｑ 2019 年や 2020年に創業（開業）した事業者は対象となりますか。 

Ａ 創業（開業）特例を適用することで対象となり得ます。 

  法人の設立や開業した日の属する月から同年 12 月までの月平均の売上と、申

請しようとする 2021 年の月の売上を比較して売上減少額及び売上減少率を算出

等するものです。詳しい給付要件や申請方法は、お問い合わせください。 

 

Ｑ 新たに酒類販事業を開始した場合は給付対象となりますか。 

Ａ 2021 年 4 月 1 日時点で反復継続した取引をしていることが確認できれば対象

となります。詳しい給付要件や申請方法は、お問い合わせください。 

 



3 

 

Ｑ 売上減少率が 50％を上回る場合は、国月次支援金を受給せずに県の酒類協力

支援金を受給することは可能ですか。 

Ａ 受給することはできません。売上減少率が 50％を上回る場合は、国月次支援

金を受給してから県の酒類協力支援金を申請してください。 

 

 

３．申請方法について 

 

Ｑ 申請方法を教えてください。 

Ａ 特設ホームページから電子申請してください。 

  申請内容を入力し、添付書類の写真等をアップロードすることで申請できます。 

 なお、電子申請が難しい場合には、書面（郵送）での申請も受け付けます。 

 ※窓口への持参による申請は受け付けておりません。 

 

Ｑ 振込口座がゆうちょ銀行の場合の申請書への記入方法を教えてください。 

Ａ ゆうちょ銀行の口座番号（記号・番号）を他銀行の形式（店名・預金種目・口

座番号）に変換したものを記入してください。変換方法についてはゆうちょ銀行

にお問い合わせください。 

 

 

４．給付額の計算について 

 

Ｑ 対象月とは何ですか。 

Ａ 酒類の提供停止等を伴う時短営業要請等に応じた飲食店等との直接・間接の取

引による影響を受けて、2019年又は 2020 年の同じ月と比較して、売上が 15％以

上減少した月のことです。酒類協力支援金（７月分）では 2021 年７月のことで

す。 

 

Ｑ 基準月とは何ですか。 

Ａ 2019 年又は 2020 年における対象月と同じ月のことです。 

 

Ｑ 各月の給付額の計算方法を教えてください。 

Ａ 給付額＝「基準月の売上」－「対象月の売上」－「国月次支援金」 

 となります（※給付上限額の範囲内）。 

 

Ｑ 売上減少額の計算の際の売上の考え方を教えてください。 

Ａ 取引対象となる飲食店等との取引分だけでなく、事業者として全体の総事業収

入で計算をします。基本的には、確定申告書の別表一の「売上金額」欄又は確定

申告書の第一表の「収入金額等」の事業欄に記載されるものと同様の考え方です。 
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Ｑ 売上減少額の計算の際に売上から除外される給付金や補助金はありますか。 

Ａ 国又は地方公共団体による新型コロナウイルス感染症対策に関連する給付金

や補助金などが含まれる場合は、売上から除外してください。例えば、持続化給

付金、家賃支援給付金、埼玉県中小企業・個人事業主支援金、埼玉県中小企業・

個人事業主等家賃支援金などが挙げられます。 

 

Ｑ 国月次支援金を受給する際、2020 年 7月の売上額と比較しましたが、2019年

７月の売上額の方が多いです。申請書の「基準とする年の 7月の売上」にはどち

らを記載すればよいですか。 

Ａ 2019 年又は 2020 年のどちらを選んでいただいて構いません。一般的には売上

額の多い年、この例では 2019 年 7 月の売上額を記載してください。なお、給付

要件を確認するために必要となりますので、7月分の国月次支援金の給付通知書

のコピー又は写真を申請書と一緒に提出してください。 

 

 

５．取引先の対象飲食店について 

 

Ｑ 県外の飲食店との取引は対象となりますか。 

Ａ 緊急事態措置やまん延防止等重点措置が実施された月に、その措置区域に所在

している飲食店（埼玉県内は全区域）が対象となります。具体的な区域と期間は

取引先の所在する自治体の情報をご確認ください。 

  なお、県内の飲食店等との取引がある場合、申請書の所定欄には県内の飲食店

等を優先して記入してください。 

 

Ｑ ショッピングモールのフードコートに出店している飲食店は取引先の対象と

なりますか。 

Ａ 出店している飲食店が要件を満たしている場合は対象となります。 

 

Ｑ ホテルの宴会場で使用する酒類を納めているが、取引先飲食店の対象となり

ますか。 

Ａ 埼玉県では、ホテルや旅館（集会の用に供する部分に限る）に対して、営業時

間の短縮や酒類の提供自粛等をお願いしています。 

  ホテルが酒類の提供停止等を伴う時短要請等に応じていただいていれば、給付

要件の取引先飲食店等の対象となります。 

 

Ｑ 主に個人を対象として酒類を販売しており、飲食店等との取引がない場合も

対象となりますか。 

Ａ 酒類協力支援金では、酒類の提供自粛等を伴う時短営業等に協力している飲食

店等との取引があることを給付要件としているため、個人への販売のみの場合は

対象外となります。 
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Ｑ 飲食店等との取引がソフトドリンク等の酒類以外のみの場合も対象となりま

すか。 

Ａ 酒類協力支援金は、酒類の提供自粛等を伴う時短営業等に協力している飲食店

等との取引による影響で売上が減少している事業者を支援するものです。酒類を

含まない取引は対象となりません。 

 

 

６．提出書類について 

 

Ｑ 当座預金で通帳がない場合は、何を提出すればいいですか。 

Ａ 金融機関から発行される当座勘定照合表など、振込口座に関する情報（金融機

関名、支店名、口座番号、口座名義）の分かる書類のコピー又は写真をご提出く

ださい。 

 

Ｑ 間接取引における提出書類について教えてください。 

Ａ 酒類を消費者に提供している飲食店等までの商品の流れが分かる資料が必要

です。 

 例：申請者Ｘ → 卸売Ｙ →飲食店等Ｚ の取引の場合、 

  ＸからＹに対する納品書や請求書に加えて、 

  ①ＹからＺに対する納品書や請求書 

  ②ＹがＸから購入した商品をＺに販売したことを認める書類 

  のいずれかが必要となります。 

 

Ｑ 提出書類である酒類販売業免許通知書を紛失してしまいました。代わりに何

を提出すればよいですか。 

Ａ 免許を申請した税務署で資格証明書の発行を受けることは可能です。手続き方

法等につきましては、各税務署にお問い合わせください。 

 

Ｑ 添付書類のうち国月次支援金の給付通知書とは何ですか。 

Ａ 国月次支援金の申請後、申請内容に不備がなければ申請された口座に振り込み

が行われます。その際、申請時に送付先として登録いただいた住所に給付通知書

が郵送されますので、そのコピー又は写真を添付書類として提出してください。 

 ただし、申請・給付手続きの円滑化を図るため、国月次支援金申請マイページ

上における給付が完了したことが確認できる画面（申請番号、申請対象月、メー

ルアドレス、電話番号、ステータス「振込手続き完了」又は「振込手続き中」が

分かる部分）のコピー又は写真、及び国月次支援金の入金が確認できる通帳（通

帳を開いた 1・2 ページ目及び国月次支援金の振込が確認できるページ）のコピ

ー又は写真を提出することでも可能とします。 

 なお、後日審査において確認のため連絡する場合がございますので、ご承知お

きください。 
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７．審査・給付について 

 

Ｑ 申請後の流れを教えてください。 

Ａ 申請の内容について審査を行います。申請書類等に不備がなければ、受付後概

ね２から３週間程度で申請していただいた口座に振り込みを行うとともに、電子

申請の方はメールで、紙申請の方は郵送でその旨をお知らせします。なお、審査

にあたり、内容の確認や書類の不備などがあった場合は、「埼玉県酒類販売事業

者等協力支援金事業 事務局」から連絡させていただくことがあります。 

 

Ｑ 審査結果を知る方法はありますか。 

Ａ 審査結果についての個別のお問い合わせには回答しておりません。給付や不給

付の審査結果については、事務局より申請者宛に電子申請の場合はメール及び申

請ページで、書面での紙申請の場合は郵送で通知いたします。 

 

Ｑ 酒類協力支援金は課税の対象となりますか。 

Ａ 酒類協力支援金は事業所得に区分され、課税対象になると考えられます。詳細

についてはお近くの税務署にご確認ください。 


